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投 じた。何 らかの政治理念に燃えていたわけではない。ただ、寂れゆ く故郷に貢献するため
であった。そして、右派政党のUDF(フ ランス民主連合)か ら代議士に当選 したのである。




　 ラサ ール の故郷 であ るアスプ谷で は、山岳牧畜 と観光(自 然の公園 とスキー)の 他 に、二
つの ささや かな産業活動が行 われ てい る。 たとえ小 さ くとも、多 くの家族 に とって、それ ら
は欠 くことので きない もので ある。具体 的には、九つの小型水力発電所(従 業 員五七名)と 、
地元の水 と電力 の利 を活かす アル ミニ ウム工場(従 業員一四一名)が 一つ だ。
　 ラサールは、この唯一の工場 、日本の東洋アル ミニウムグルー プ系列の トーヤル ・ヨーロ ッ
パ社ア クス工場 が、六五 キロ離 れたラ ックに移転す るため、 閉 じられ よ うとしていることを
察知 した。 ラ ックは、 フラ ンス随一の石油天然 ガス鉱床が枯れつつ あ り、新 たな産業基盤 を
模索 してい る地域 であ る。
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　 トーヤル ・ヨーロ ッパの社長、 フラ ンス人のエルベ ・ル ビエ ール と、 ラサー ルとの 間の信
頼関係 は、 この ことで悪化 してしまった。社長のル ビエー ルは、 自分た ちの計画 をラサ ール
に隠そ うとも しな くなった。 ジャン ・ラサールは、 ラックの採鉱現場 を所有す るフラ ンスの
多国籍企業 トー タル石油が、 自社が去った後 の従業員再雇用 と引 き換 えに、 トーヤ ル社 に用
地の提供 を申 し出て いるこ とを知 ったのである。その時点 で、 ア クスの労働者や アスプ谷 の
アル ミニ ウム工場の雇用 を守 ろうとしたのは、ジャン ・ラサ ールただ一人で あった。社長 の
ル ビエ ー ル は、 ラサ ー ル と会 お う と も し な くな り、 トー タル 石 油 は 、 自 社 系 列 の
SOBEGI社(Soci6t6　 b6amaise　 de　gestion　hldus面elle)を 通 して、用地売却 の手続 を加速 さ
せ た。国家や両地元 自治体 は、 トー タル社の動 きに注 目 し、SOBEGI社 による用地売却
問題 を懸念 して いたので あるが、結局は何 も出来 なか ったのである。
　 こ うした 中、二〇 〇六年五 月、現代 における真のサ ムライたる ジャ ン ・ラサ ールは、切腹
で はな く、ハ ンガース トライキの実行 を決意 した。それ は、三九 日間 に亘 って続 き、ラサー
ルの体重 はニー キロ も減 って しまう。 とうとう、 トーヤ ル社側 は、 フラ ンス政府 か らの助成
を条件 に、新 工場 ではな く、 アスプ谷の アクス工場を拡 充する ことを受け入れた。 か くして、
餓死寸前の ラサ ールは、ギ リギリの ところで病院に収容 されたのであ る。 グローバ ルな経 済
競争 とい う現実 の中で、地域 の発展 を考 える際、 もはや代議士(=住 民 に よる選挙 で選 ばれ
た代表)の 政治 的役割 な ど、大 したものではない。ラサ ールがハ ンガース トライキ に訴 えざ




から、自分 に投票 した有権者からさえも、名前を忘れられて しまうようなことさえ起こって






　 日本の場合、与党の代議士が内閣や省庁 と衝突することは少ない。閣僚のポス トは順送 り
に割 り振られ、それ らがわずか一年で交代することさえ珍 しくないか らである。しかも、日




テクノクラー トの側 も、自由民主党の 「政務調査会」 と権力を分有せ ざるを得ないのである
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　 さらに,日 仏両国の代議士たちの苦難は、マスコミでの評判が良 くない点にもある。たと
















































　 トーヤル ・ヨーロッパ社の経営陣が準拠 したのは、グローバル化の中における企業活動の
自由とい う考え方である。たしかに、それ自体は間違っていない。 しか し、この抽象的な論
理には、実在する地域や人間の存在が欠落 している。












(注)デ ュ パ キ エ 氏 は レ ン ヌ 第 二 大 学 教 授(社 会 学)。
　 な お 、 本 稿 を よ り 深 く 理 解 す る に は 、F.Bayrou,　 Rθ 弘∂鴨6d.　 B.G陥sset,　 Pads　 A.煎.
Abde㎞alek　 1θ ㎞ ホo蝋6d.　 PUR,　 Remes(avec　 un　 chapitre　 de　Michel　 Dupaquier)を 参 照 。
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